
は じ め に

１９４９年１０月，中国共産党は北京において中華

人民共和国の建国を宣言した。それと前後して

共産党は大規模な南下作戦を展開し，すでに南

京や上海など沿海大都市を手中におさめていた

が，西南地区（四川，雲南，貴州，西康）やチベ

ットなど，いまだ�解放�（注１）されていない広

大な地域が残されていた。

残された各地域を�解放�していくうえで鍵

となったのは，これらの地域に点在する大都市

を，平和的かつ効果的に�解放�できるかどう

かということであった。西南地区における大都

市のひとつである重慶は，国民政府時代，政治

的には，１９３７年の抗日戦争勃発から終戦を迎え

た１９４５年まで戦時首都がおかれ，国共内戦末期

の１９４９年には，臨時首都に指定されていた。経

済的には，主に抗日戦争期における重工業を中

心としたインフラ整備と，それに付随する金融

業や商業が大きな発展をみた都市であった。新

国家建国後間もない共産党政権にとって，重慶

は西南地区における政権確立の是非だけではな

く，国家の発展戦略を占う上でも重要な場所だ

ったのである（図１）。

一方で重慶は，近代的発展を遂げた都市であ

りながら，成年男子の９０％が哥老会の会員であ

ったといわれるように［王１９９６，３９１］，秘密結

社組織の勢力が非常に強く，外来者に対する排

他的な感情が存在する場所であった。また１９４９

年当時，重慶の共産党地下党員の多くは重慶近

郊の北碚（注２）に逃れて活動していたといわれ

［�北碚的解放与接管�５ページ］，組織の規模はそ

れほど大きくなかったと思われる。

中国共産党がこのような特徴をもつ重慶を掌

握するさいには，現地の実力者を味方につける

ことによって，間接的支配を確立することがま

ず重要であった。本稿における論述の主要な対

象である楊家は，西南地区随一の規模を誇る商

業銀行である聚興誠銀行のオーナー一家であっ

た。その代表的人物である楊粲三は，重慶にお

ける有力な資本家であると同時に，共産党の

�解放�後もひきつづき重慶に残留した実力者

の１人である。

本稿における考察の対象として楊家および聚
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興誠銀行を取り上げる理由は，以下の２点であ

る。

まず，重慶で展開された社会主義化の具体的

な過程への関心である。中国における社会主義

化は，主に国際的環境を含めた政治情況や，共

産党政権による一連の政策などの変化のなかで

すすめられた。しかし，社会主義化を各地方に

おいて実現するときには，政治的・政策的要因

とともに，上述したような地域的要因との関連

が重要な要素を占めていたと考えられる。聚興

誠銀行は重慶を基盤にする地域色の強い企業で

あるため，このような問題について検討するう

えで示唆に富む対象である。

つぎに，共産党による政権確立の過程を，企

業接収の分析を通してあきらかにできることで

ある。筆者は以前，重慶における行政機関や公

営企業の接管（接収・管理）と，それに付随し

て起こった旧来の機構の選別と改造について論

じた［林２００２］。それら公的機関にくらべてよ

り自立性の強い資本家および私営企業の例をと

りあげる本稿は，前稿の続編である。共産党に

よる�解放�に対する現地資本家の反応につい

て，従来の見方では，	１共産党政権に対する抵

抗・逃亡，	２共産党政権に対する服従，	３共産

党政権への支持および積極的参加，というよう

な区分によって理解されがちであった（注３）。こ

のような理解は，共産党による�解放�にさい

して資本家たちがとった行動の�能動性�と

図１ 四川省地図

（出所）�四川省政区図�［《当代中国》叢書編輯委員会１９９０］をもとに筆者作成。なお，市境は重慶直轄市化以
前のもの。
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�一貫性�をその前提にしているといえる。し

かし，彼らの反応は様々な立場や条件の下で変

化するものであり，こういった区分に必ずしも

合致しない場合もあったと考えられる。このよ

うな問題の検討は，共産党政権が確立されてい

くさいの動因を探る糸口となるものである。

共産党の接収についての研究は，先駆的な業

績である小林（１９７４）をはじめ，劉（１９９７），李

（２０００）などの研究がある。共産党政権の確立

過程については，西南地区における大行政区

の発展過程について論じたSolinger（１９７９）

や，幹部リクルートの面から分析を行った Kau

（１９７１）などがある。企業の社会主義改造の側面

からは，薛・蘇・林（１９６６），三木（１９７０），西

村（１９８４）など，多くの研究がなされてきた。

中国や台湾における新たな情報源の公開とと

もに，近年日本ではこうした先行研究への批判

を試みる研究が出現した。その代表的なものと

して，久保（１９９１）があげられる。久保の研究

は，経済史の立場から，従来断絶点と捉えられ

てきた�解放�を，連続した歴史の通過点とし

て捉えなおそうとする研究である。これら新た

な問題意識は，共産党による社会主義化の一連

の流れを，中国革命の文脈から離れて，より広

い視野から捉えなおそうとする新たな流れを引

き起こし，中岡（１９９８；２００１）や泉谷（２０００；

２００２）など，政治面・経済面から，国家による

大衆運動方式の統制強化を強調する研究が出て

いる。そのほかにも，東北地域における鉄鋼業

の変遷を満州国，中華民国，人民共和国という

３つの時代にわたって分析した松本（２０００）な

ど，新しい視角による研究が登場している。

一方アメリカでは，Deborah（２０００）のよう

な社会階層の変化という視点からの研究や，

Schoppa（１９９２），Wou（１９９９）のような地域社

会の視点から共産党による革命を再検討しよう

とする研究が出現した。また，農業経済発展の

視点から毛沢東時期四川の再評価をはかった

Bramall（１９９３）や，Ruf（１９９８）など数多くの

人類学的研究などは，比較的長い時間を扱うこ

とで，断絶ではない�解放�のありかたを提示

している。近年のアメリカにおける一連の研究

は，おおむね地域社会の詳細な事例を検討し，

その能動性を再評価しようとする傾向があると

いえよう。

本稿の議論において中心となる資料は，筆者

が重慶市
案館において収集した，	１中国人民

銀行重慶分行，	２聚興誠銀行董事会の
案資料

である。	１は政府銀行としての地位をもってい

たため，当時の共産党側の聚興誠銀行に対する

見方を端的にあらわす調査資料が含まれている。

	２は，聚興誠銀行を代表する存在であった董事

会の内部資料であり，董事会および座談会の議

事録（注４）や人名録などが含まれている。これま

であきらかにできなかった，企業接収過程にお

ける内部の動きを知るうえで重要な資料である。

共産党の政策に関する史料については，�重

慶政報�，�重慶市政�などの政府公報や，重慶

市工商業聯合会によって出版されていた雑誌

�重慶工商�がある。これらの雑誌が出版され

る以前の情況，五反運動の情況については，１９８０

年代以降に出版された�接管重慶�，�重慶分

冊�などの資料集に記載がある。なお，中央の

金融政策などに関しては，�金融巻�をはじめ

多数の資料集が出版されている。

聚興誠銀行については，これまで様々な出版

物が刊行されてきた（注５）。なかでも�聚興誠銀

行�は，重慶市
案館所蔵の資料や聚興誠銀行
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の当事者などを総動員して出版されたものであ

り，創業から公私合営化までの過程が詳細に記

述されている。本稿における主要な史料のひと

つである。

また口述資料について，筆者は当時統一戦線

工作の関係から楊家と深い関わりがあり，聚興

誠銀行について同時代的記憶をもっている人物

への聞き取り調査を行った（注６）。

以上のような先行研究および資料情況をふま

えて，本稿では，重慶における私営企業の接収

の過程とその動因についての分析にとりくみた

い。

Ⅰ 楊家と聚興誠銀行

１．聚興誠銀行の発展

楊家の企業家としての源流は，１９世紀後半に

商号を営んだ楊文光（１８５４～１９１９年）に求めら

れる。もともと没落書生の家に生まれた彼は，

生計のために商売を始め，重慶において�聚興

仁商号�を設立した。このころ，重慶は開港都

市になり（１８９１年），外国資本の流入とともに

商業が急速に発展しつつあった［周１９９７，１１２―

１１４］。そのなかで彼は手広く商いを展開して，

大いに財を成した。

この楊文光には，５人の息子がいた（図２参

照）。後に楊家のリーダー的存在になる楊粲三

は，１８８７年，大商人となった楊文光の第三子と

して，四川省江北県（現在の重慶市江北区）に

生まれた。彼は幼年時代に私塾で学び，父の経

営する聚興仁商号に学徒として勤務した後，上

海にいる兄楊希仲のもとで数年間過ごした。楊

希仲は，日本やアメリカへの留学経験をもち，

幅広い交友関係をもつ人物であった。楊粲三は

その兄から影響を受け，特に日本の三井財閥の

ような，銀行を中心とした家族経営の手法に興

味を示したという［�聚興誠銀行�２０～２１ページ］。

１９０８年，長兄楊寿宇が病死したため，楊粲三は

重慶へ呼び戻され，楊寿宇が父から出資をうけ

て経営していた聚興誠商号の経理に就任する。

聚興誠商号で稼いだ資本をもとに，１９１５年，

楊粲三は兄楊希仲とともに，四川初の民営銀行

である�聚興誠銀行股�両合公司�を開業し，

楊希仲が総経理に，楊粲三が協理（副経理）に

就任した。�聚興誠銀行股�両合公司章程�（１９１５

年）によれば，銀行は，資本金１００万元（単位

銀元。予定額。１９２０年までは予定額に達しなかっ

たため，暫定額）の半分を無限責任株式（無限

股），もう半分を有限責任株式（有限股）によっ

て構成する合名会社であり（第９条），無限責

任株式は楊家がそのすべてを占めた（第１２条）。

経営の執行機関として設けられた事務委員会は，

無限責任株主によって構成される事務員によっ

て組織され，そのなかから総経理および協理が

選出された（第１８条～第２０条）。

上記章程の内容からみて，聚興誠銀行は開業

当時，楊家による私企業的性格を強くもつ組織

であった。資本面でも楊家の成員が経営に対す

る無限責任を負う形態をとっていたため，経営

がうまくいかない場合は争いのたねとなりやす

かった。その後，楊希仲・楊粲三両兄弟は経営

をめぐって確執を深め，１９２４年，楊希仲は自殺

に追い込まれる。それと同時に楊粲三は楊希仲

に代わって総経理に就任し，以後創業者として

銀行の実権を掌握する。

楊粲三が経営の一線に立った頃，重慶の金融

業はそれほど発達していたわけではなく，劉

湘（注７）傘下の地方銀行（四川地方銀行）や，為
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替や両替などを行う小規模な伝統的金融機関が

存在するにすぎなかった。そのなかで聚興誠銀

行は堅実に経営を進め，�四川において第一に

信用のおける商業銀行�［呂１９３６，４７］と評さ

れるまでになった。

１９３７年７月，盧溝橋事件が起こり，日中戦争

は局地戦争から全面戦争へと拡大した。日本軍

の侵略により，上海など主要都市を相次いで失

った国民政府は，１９３７年１０月，重慶を戦時首都

に指定し，徹底抗戦の意志を表明する。これに

前後して，国民政府の機構から工業，商業，金

融業など，沿海部のあらゆる機関が続々と重慶

に疎開してきたため，重慶の金融業はにわかに

活況を呈した。抗日戦争以前，重慶に５９あった

金融機関は，抗戦末期には１２０余りにまで増加

した［韓１９９５，２１０］。

時代の流れとともに，聚興誠銀行は大きな変

化を遂げることとなる。ここで�聚興誠銀行股

�有限公司章程�（１９３７年）をもとに，変化の

内容をみてみる。

第１に，銀行の組織形式が，股�両合公司か

ら股�有限公司（日本の株式会社に相当）に改

図２ 楊家系図（かっこ内は号）

森章 煥彩（錦廷） 培齢（与九） 錫恩（暁波）
（１８９９年～？）

煥奎 錫志

森烈 煥斗（文光） 培徳（寿宇）
（１８５８～１９１９年） （？～１９１０年）

培賢（希仲） 錫融
（？～１９２４年） （１９１４年～？）

培英（粲三） 錫禄（受百）
（１８８７～１９６２年） （１９０８～９４年）

培善（逎慶） 錫遠
（？～１９３８年）＊

培栄（季謙） 錫強

錫覚

煥源（資深） 培芳（子芬） 錫啓

培光（仲暉）

袁尹邨
培昌（熾卿） （１９０４年～？）

培文（建章）
（１９０２年～？） 胡懐卿

（１９００年～？）

（出所）�楊氏家族系統表�［�聚興誠銀行�７ページ］，�職員略歴表�をもとに筆者作成。
（注） ＊�聚興誠銀行�１６２ページ。
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められた（第１条）。つまり，それまでの楊家

一族が無限責任を負う資本形態から，株式の公

開とともに，株主との有限責任を負う形態へと

移行したということである。

第２に，銀行の所有と経営の制度上の分離が

はかられた。経営の最高指導機関であり，楊家

一族が全てを占めた事務委員会を廃止し，新た

に董事会が設けられた（図３）。この董事会は，５０

図３ 聚興誠銀行組織系統表

高等顧問

董事会 董事長 経済研究室 主 任 調査組

常務董事 副主任 設計組

董事 専 員 編纂組

総管理処 総経理 秘書室 総秘書 人事組

協理 副総秘書 文書組

秘 書 庶務組

服務組

稽核室 総稽核 会計組

副総稽核 総計組

稽 核 審核組

催収組

業務室 経 理 存放組

副経理 匯兌組

襄 理 銀根組

投資組

儲蓄部 経 理 儲款組

副経理 営業組

襄 理

信託部 経 理 受信組

副経理 代理組

襄 理 産業組

倉庫組

管轄行

総務組

分行 経理 業務組 主任 弁事員 助員 雇員

副理 会計組

襄理 出納組

儲蓄組

信託組

支行 経理 会計主任

襄理 出納主任 弁事員 助員 雇員

営業主任

弁事処 主任 会計員

出納員

営業員

（出所）�聚興誠銀行�６７ページ，�調査報告�１ページをもとに筆者作成。
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総管理処・管轄行�
分行・支行・主要弁事処�

台�

湾�

貴陽�

長沙�

広州� 香港�

重慶�
漢口�長�

江�

南京�

上海�

杭州�

黄　　河�

天津�

北平�
（北京）�

宜昌�

株以上を所有する株主代表から選出される董事

９名により組織され（第１９条），株主など銀行

の所有者に対する責任を負うこととされた。ま

た董事のなかから常務董事３名を選出し，その

３名からさらに董事長が選出された（第２１条）。

董事の過半数は楊家一族によって占められ，そ

のなかから選ばれる董事長には，事実上楊家一

族が就任した（注８）。一方，分支行に対する責任

は，重慶総行から改称された重慶総管理処の総

経理が負うこととされた（第２５条）。

ここにおいて，聚興誠銀行の経営組織は，制

度上近代的形態へと移行したことになるが，実

際は多くの場合董事長が総経理の職を兼任した

ため，董事会における職責を通じて事実上楊家

が経営および業務を総攬する情況に変化はなか

った。ただし，董事のなかに楊家以外の人物が

入ってくることによって，楊家内部の経営をめ

ぐる争いに外部からの影響がみられるようにな

った。

銀行の改組と同時に，組織は大幅に拡大した。

１９１５年の開業当時，聚興誠銀行の組織は，重慶

総行，６分行（成都，万県，宜昌，沙市，漢口，

上海）が設置されるのみであったが，抗日戦争

期に入ると，内遷景気の流れに乗って銀行の組

織は大いに拡大する。重慶総管理処の下に，管

轄行（重慶分行，漢口分行，上海分行が兼務。重

慶は四川地域，漢口は下流地域，上海は天津・広

州・北京を管轄する），分行（重慶，漢口，成都，

万県，昆明，上海，天津，広州，自流井〔自貢〕），

支行（濾県〔濾州〕，貴陽，長沙，北平〔北京〕），

弁事処（香港，宜賓，楽山など１６処，四川中心）

が相次いで設置された（図４）。

聚興誠銀行は，抗戦期を通じて大変化を遂げ

たが，発展の追い風は長く続かなかった。１９４５

年，抗日戦争が終結し，翌年５月，蒋介石によ

り南京への再遷都が宣言されると，重慶に疎開

していた各機関は徐々に沿海部へ戻っていき，

それまで戦争による特需に沸いていた重慶は，

一転して不景気の波にさらされることとなる

（表１）。抗戦期間中，一貫して楊粲三が主導し

てきた拡大経営路線はここに行き詰まりをみせ，

楊家では経営をめぐる主導権争いが表面化する。

２．楊家の内紛と共産党

楊粲三は，�服務社会，便利人群�（社会に奉仕

し，人々につくす），�扶助工農商業之発展�（工

業，農業，商業の発展を助ける）を社是にかかげ，

重慶地区を中心に公共企業，交通などの分野へ

多額の投資を行ったことから，重慶でも著名な

資本家の１人であった［�重慶名人辞典�２４８ペ

図４ 聚興誠銀行機構分布図（１９４９年頃）

（出所）�聚興誠銀行�６２～６６ページをもとに筆者作成。
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ージ］。経営に関しては，果断な選択をする一

方で，部下に対してたいへん厳しく接し，独断

的であったという［�聚興誠銀行�１５２～１５５ペー

ジ］。また彼は，重要な職務は基本的に縁続き

の者に担当させるなど，楊家一族による経営を

第一に考えた［�聚興誠銀行�１６０～１６３ページ］。

政治面でも彼は，四川省財政委員，重慶市工商

業公会委員などを歴任するなど一定の影響力を

もつ人物であった。しかし，彼が自主独立経営

にこだわったことから，重慶金融界の大物であ

り，聚興誠銀行の董事でもあった劉航�（注９）と

対立するなど，敵も多かったという［楊１９８４，７４

―７５］。

一方，当時の漢口分行経理で，楊粲三の弟で

ある楊季謙は，アメリカへの留学経験をもち，

欧米の教育を受けた人物であった。彼はかねて

より楊粲三の家族経営を嫌い，楊粲三の独断に

不満をもっていた。１９４５年前後の経営悪化にと

表１ 聚興誠銀行歴年利潤の推移（１９１６～１９４９年）
（単位：千元）

年度 貨幣単位 利 益 損 益 純益額 資本額 純益率（％）＊

１９１６ 銀元 ６８０ ２００ ４８０ ４００ ７０．５
１９１８ 銀元 ７０６ ３０６ ４００ ７００ ５６．６
１９２０ 銀元 １，０２４ ５５０ ４７４ １，０００ ４６．２
１９２２ 銀元 ８９６ ７３５ １６１ １，０００ １７．９
１９２４ 銀元 ６６７ ５３９ １２８ １，０００ １９．１
１９２６ 銀元 ９２７ ７２１ ２０６ １，０００ ２２．２
１９２８ 銀元 ９３５ ７６６ １６９ １，０００ １８．０
１９３０ 銀元 １，２８２ １，０６３ ２１９ １，０００ １７．０
１９３２ 銀元 １，３７６ １，１０２ ２７４ １，０００ １９．９
１９３３ 銀元 ６１１ ４５５ １５６ １，０００ ２５．５
１９３４ 銀元 ８５５ ５０５ ３５０ １，０００ ４０．９
１９３５ 銀元 ８７６ ７０８ １６８ １，０００ １９．１
１９３６ 銀元 ７９３ ５７９ ２１４ １，０００ ２６．９
１９３７ 法幣 ７３３ ５１９ ２１４ ２，０００ ２９．１
１９３８ 法幣 １，１２９ ８５６ ２７３ ２，０００ ２４．１
１９３９ 法幣 ４，０６７ ３，５００ ５６７ ２，０００ １３．９
１９４０ 法幣 ５，６１２ ４，０１６ １，５９６ ４，０００ ２８．４
１９４１ 法幣 １１，０３５ ６，４５６ ４，５７９ ４，０００ ４１．４
１９４２ 法幣 １９，４５４ １６，８５９ ２，５９５ ４，０００ １３．３
１９４３ 法幣 ４５，２３９ ４０，９６５ ４，２７４ １０，０００ ９．４
１９４４ 法幣 １３０，５１８ １２６，００７ ４，５１１ １０，０００ ３．４
１９４５ 法幣 ５４３，０４７ ５３５，８７１ ７，１７６ １０，０００ １．３
１９４６ 法幣 ５，６６３，７２４ ５，３０５，９４３ ３５７，７８１ １０，０００ ６．３
１９４７ 法幣 ４９，４９０，７０３ ４８，７０９，４８７ ７８１，２１６ １０，０００ １．５
１９４８ 金元 ８，７３８ ８，２３０ ５０８ ２，０００ ５．８
１９４９ 人民幣 １３，５３３，００２ １２，５４０，９７４ ９９２，０２８ － ７．３

（出所）�聚興誠銀行�１４０～１４１ページ。
（注） ＊純益率は利益に純益が占める割合を示す。
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もなって，楊季謙は，以前から楊粲三と対立し

ていた劉航�・徐堪（注１０）などの有力者や，楊季

謙を推す高級職員などの支持を取り付け，反楊

粲三グループを形成し，楊粲三に退陣を要求す

る［�聚興誠銀行�２０２ページ］。これをうけて１９４６

年，董事会は董事長選挙を開催した。事実上楊

粲三と楊季謙の２人の争いになったこの選挙は，

楊季謙の勝利に帰した。敗れた楊粲三は，董事

長および総経理の職を辞して，新たに設けられ

た高等顧問に就任し，経営の一線から退くこと

となる。そして彼に代わって楊季謙が董事長兼

総経理の座に就き，経営の主導権は楊季謙の手

に握られることとなったのである。この楊粲三

と楊季謙の争いにより，銀行職員の間には，創

業時から経営に関わってきた古参職員を中心と

する�粲三派�，銀行が大規模化してから入社

した若年職員を中心とする�季謙派�が形成さ

れ，後の労資紛糾の火種となる。

聚興誠銀行における経営の実権を失い，有力

な政治家や財界人との関係も良好でなかった楊

粲三は，しだいに共産党との関係を深めていく。

その具体的な経緯は不明であるが，以下のよう

な要因があったと考えられる。

まず，共産党側からの働きかけである。国共

内戦がはじまる前の重慶で，共産党は資本家に

対して宣伝活動を行っていた。例えば，１９４５年

１０月１９日，周恩来は西南実業協会の招きにより

講演を行っている。そのなかで周は�国家資本，

私人資本，合作資本はたがいに協力するべきで

あり，たがいに併呑すべきではない�と発言し

ており，工商業者および資本家を保護するとい

うことが明言されていた（注１１）。当時の共産党に

よる宣伝活動が，実業家である楊粲三にどこま

で影響力をもったかはわからないが，共産党に

対する認識のきっかけにはなりえたと思われる。

つぎに，共産党と一定の関係をもつ人物との

関わりである。聚興誠銀行には経営方針につい

て研究する機関として，経済研究室が設けられ

ていたが，そこに高興亜（１９０２～１９８０年）（注１２）と

いう人物がいた。高は，北京大学露文系卒業後，

モスクワ中山大学に留学し，国立西北大学，四

川大学において教鞭をとる一方，かつて馮玉祥

の秘書長も務めた人物であった［�高興亜個人档

案�；劉１９８９］。高（１９７９）によれば，彼は重慶

が抗日戦争のただなかにあった１９４０年，周恩来

の指示によって，劉航�，盧作孚，何北衡（注１３），

楊粲三らの資本家を団結させようとする工作を

行っていた。高興亜は共産党員ではなかったが，

当時中国共産党と一定の関係をもっていたと思

われる。楊粲三の高興亜に対する信任はあつく，

楊は高から社会主義の知識を得たとされる［�聚

興誠銀行�１６７ページ］。

一番重要であったと思われるのは，やはり当

時の時勢の流れであろう。楊粲三が経営の一線

から退いた１９４６年頃，中国では国民党と共産党

による内戦が激しさを増していた。当初戦況は

国民党側に優勢であったが，１９４７年９月の人民

解放軍総反撃以降，戦局は逆転して共産党側に

優勢となった。１９４８年に入ると，東北を中心に

共産党による都市の接収が本格化し，同年末ま

でには，権力の集中・都市接収経験の共有・政

策立案の統一を可能とする制度が一応の完成を

みた。接収制度の整備を背景に，共産党は北平

（北京）を�和平解放�し，きわめて短期間の

うちに接管を終了させることに成功した。この

経験は，�北平方式�として，その後の全国の

都市�解放�と接管の代表的モデルのひとつと

なった［安井２００１］。
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全国政権樹立がしだいに現実味を帯びつつあ

るなか，楊粲三は�解放�まもない北京で共産

党の要人に近づいていった。楊粲三が董事会に

あてて出した書簡には，共産党における財政・

経済面の大物であり，当時北京で人民共和国政

府の樹立にあたっていた林伯渠（当時政治協商

会議常務委員）との接触をはかっていたことが

記されている（注１４）［楊粲三�関於赴京返渝報告書

及建議書�１９５０年９月１０日］。共産党側が楊粲三

のような資本家の動きに対してどのように対応

していたのかは，あきらかでない。ただし，楊

粲三の接触した相手が林伯渠ほどの大物であっ

たことは重要である。このことは，共産党がま

だ�解放�されていない地域において政権を樹

立した後にむけて，すでにその地域の実力者に

対する工作をすすめていたことを示しているか

らである。

楊粲三にとってこのような活動は，国民党政

権後の聚興誠銀行存続の道を探ることを念頭に

おいたものであったと思われる。しかし共産党

側にとって，楊粲三のような人物との接触は，

全国政権樹立に向けた戦略の一部分であったに

すぎない。時代は大きく動きつつあった。

Ⅱ 重慶の�解放�と聚興誠銀行

１．共産党による重慶の�解放�

１９４９年１１月３０日，人民解放軍第二野戦軍が重

慶を�解放�し，１２月１日，重慶市軍事管制委

員会により接管の開始が宣言された。ここにお

いて，共産党政権による重慶支配がはじまるこ

ととなる。接管の対象となったのは，国民政府

時代の公的部門であり，国民政府総統府や重慶

市政府などの行政機関や，工場・銀行・鉱山な

どの官営企業，新聞社や放送局などの報道機関，

軍事・警察機関，大学や劇場をはじめとする文

教機関など，多岐にわたっていた。従来の機構

を引き継ぐ接収の段階は，１９５０年１月初頭に終

了が宣言された。その後，引き続いて思想教育

などを通じた改造の段階に入ることとなるが，

それも同年９月頃には一応の終了をみた［林

２００２］。

一方で私営企業に対しては接管の対象とされ

なかったため，当初聚興誠銀行に明確な形での

改造が加えられることはなかった。しかし中央

では，すでに金融業を政権の管理下におくとい

う方針が固まっていた。当時最高国家権力機関

である全国人民代表大会の職能を代行していた

中国人民政治協商会議が採択した�中国人民政

治協商会議共同綱領�では，私営金融業は国家

の厳重な管理と指導を受けるべきものとされて

いる（注１５）。金融業を政権の管理下におくという

方向性は，１９５０年３月に開かれた中国人民銀行

第１回全国金融会議においてさらに明確に示さ

れた（注１６）。

これら方針の決定とともに，重慶でも私営金

融業の企業活動を統制するための政策が公布さ

れた。まず通貨の流通について，無許可で金銀

の域外流通や，投機行為，売買を行うことが禁

止された（注１７）。預金などの業務についても，一

切の軍政機関や公営企業の資金は，一律中国人

民銀行へ預金することとなり，私営銀行への預

金は禁止された（注１８）。さらに，企業の登記が厳

格化され，政府の要求に従わない場合は営業許

可が取り消された（注１９）。

金融業を統制する政策の施行は，私営銀行の

活動を制限することで，国家銀行である人民銀

行の市場に占める地位を高めようとするもので

�解放�後の重慶における私営企業の接収過程
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あった。ただし，政策の施行によってただちに

私営銀行の営業が困難になったと考えるのは早

計である。例えば，人民銀行重慶分行による内

部刊行誌�重慶市銀行通訊�には，�解放�か

ら１年以上がたった１９５１年に入っても，私営銀

行業の信用貸しなどによる臨機応変なサービス

が顧客を確実につかんでいるようすが報告され

ている（注２０）。地域に密着した営業力を生かした

経営を行う私営銀行は，依然として一定の影響

力を保っており，政策の施行のみでは企業の活

動を掌握しきれない面もあった。

その後中共重慶市委は１９５０年５月３０日に，私

営企業に対する方針を示した（注２１）。この指示は，

私営企業の自律性や役割を認めながらも，�計

画性�のある企業運営の必要が強調され，特に

資本家側に自己改造を要求するものであった。

政策によって行いきれない再編を，政治問題と

して解決しようとする方向性が，この時点です

でに示されていたということになる。

２．�解放�にさいしての聚興誠銀行董事会

の動き

共産党政権の重慶�解放�にさいして，聚興

誠銀行董事会では主に２つの立場が出現し，経

営は大混乱に陥っていた。

前述のように，楊季謙は兄の楊粲三から実権

を奪取し，重慶�解放�当時の董事長・総経理

であった。ところが�解放�にさいして，楊季

謙の後ろ盾であった劉航�や徐堪らはすでに重

慶を離れて香港へ渡っており，彼の権力基盤は

弱体化していた。そのため楊季謙は，共産党政

権の下で営業を続けることは不可能であると主

張し，聚興誠銀行全体を重慶から移動させよう

としていた。彼は資本を国外に移動させるため

に，香港で新たに銀行を設立しようと準備活動

を行っており，銀行の香港への本格的移転を実

現すべく，各方面に働きかけていたという［�座

談会記録�］。

一方，一度は経営の一線から退き，高等顧問

の職にあった楊粲三は，上述のように共産党と

いう後ろ盾を得て，北京や上海で時勢の動きや

経営方針について検討しながら巻き返しをはか

っていた。楊粲三は，自らが創業した聚興誠銀

行の存続のために，あくまで重慶に残り，共産

党政権の下で営業を続けると主張し，楊季謙と

は正反対の立場をとったのである［�座談会記

録�］。

ともに大株主であり（注２２），銀行の実力者であ

った２人が，それぞれ重慶を離れて活動してい

たため，董事会は経営に関して必要な決定を下

すことができず，困難な情況に陥っていた。董

事会は楊季謙に重慶へ戻るよう再三要請するが，

彼はなかなか戻ろうとしなかった（注２３）。同時に

董事会は楊粲三に出席を要請するが，彼は楊季

謙の影響力を嫌ったのか，すぐに帰還を受け入

れようとはしなかった。結局この内紛は，１９５０

年６月，楊季謙が董事長兼総経理を辞任して香

港へ渡り，楊粲三が董事会の要請に応じて帰還

することでひとまず収束した。

Ⅲ 幹部座談会

（１９５０年６月２９～３０日）

１．座談会の性格

楊粲三の重慶帰還にあたって，董事会は２日

間にわたる幹部座談会を招集した（注２４）。座談会

は，新たに董事長兼総経理に就任した楊暁波が

司会をつとめ，黄澄宇（重慶総管理処副総秘書）

が記録を担当した。出席者は重慶総管理処の高
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級幹部が中心となっていた（表２）。

そもそも，楊粲三が�訓辞�ではなく�座談

会�の形式を用いたことには，それなりの理由

があった。�解放�以来，重慶では多種多様な

名目の座談会が，主として共産党側からの働き

かけにより開催されていた（注２５）。これは，軍政

の下で失われがちであった，政策決定や施行の

過程における民主性を補うための意見交換の場

として設定されたものであり，都市接管におい

て普遍的に用いられる手法であった。楊粲三は

この�座談会�形式を�自発的�に取り入れる

ことで，自らが時勢に順応しうる�民主的�人

間であることをアピールしようとしていたと考

えられる。また各董事にとって座談会の開催は，

創業者である楊粲三のもとで銀行が一致団結し

ていることを示すための良い機会であった。そ

のような意味で，幹部座談会は重要な意味をも

つものであった。以下では座談会の内容のなか

でも，とくに	１銀行の存続，	２経営方法につい

ての議論に注目しつつ，幹部たちの経営や時局

に対する認識について検討していきたい。

２．座談会の展開

	１銀行の存続について

座談会における銀行の存続に関する議論は，

主に２つの論点に集約することができる。

ひとつ目の論点は，銀行経営の存続は，現状

維持的改造を行えば可能であるというものであ

る。楊粲三は第１日目の座談会で，�私は季謙

［楊季謙―引用者注。以下同じ］董事長が引退し

たときは，まさに社会改造の大時代であると思

表２ 幹部座談会出席者一覧表

姓名 年齢 出身地 入行年 学 歴 職 務

楊粲三 ６３ 重慶 １９１５ 私塾 董事会高等顧問
楊暁波 ５１ 重慶 １９３９ 米国ペンシルバニア大学 董事長
袁尹邨 ４６ 江津 １９２２ 重慶商業中学 常務董事，上海分行経理
楊受百 ４２ 重慶 １９２９ 上海聖約翰大学 常務董事，代理総経理
高興亜 ４８ �陵 １９４０ 北京大学，モスクワ中山大学 常務董事，経済研究室主任
成訪華 ５８ 江津 １９２１ 高級中学 董事，副総経理
黄芳谷 ４３ 巴県 １９３２ 中法大学 董事，重慶総管理処業務室経理
陳峩君 ４０ 合川 １９２９ 成都青年会英文専修学校 董事，重慶総管理処秘書室副総秘書
王孟良 ４５ 成都 １９２６ 成都県立中学 重慶総管理処業務室代理経理
黄澄宇 ５２ 巴県 １９１８ 省立種商業校 重慶総管理処秘書室副総秘書
胡懐卿 ５０ 巴県 １９２８ 上海聖約翰大学 重慶分行襄理
肅智僧 ４８ �陵 １９４３ 南開大学 重慶総管理処秘書室総秘書
沙古郷 ４１ 成都 １９２５ 成都県立中学 内江弁事処主任
金季眉 ３９ 巴県 １９３０ 重慶大学 重慶総管理処秘書室秘書
羅景霞 ３５ 巴県 １９３３ 江北治平中学 重慶総管理処稽核室稽核
李文恢 ３６ 巴県 １９３３ 巴県県立中学 重慶分行襄理
周応偖 ３６ 遂寧 １９３２ 省立遂寧師範 重慶分行襄理
傳家成 ３６ 合川 １９３２ 合川県立中学 重慶分行襄理

（出所）�座談会記録�をもとに筆者作成。なお，年齢・出身地・職務については�聚興誠商業銀行員生職務総
簿�，入行年・学歴については�職員略歴表�を参照した。

�解放�後の重慶における私営企業の接収過程
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った。このような社会改造は，私が以前から必

然的であると考えていたことである�が，�本

行は金融業に従事するものとして，新民主主義

時期においては，前途多難であるとはいえ，生

き残りの道はある�との見通しを示した。そし

て�本行の歴史や固有の基盤，経営の方法に加

えて，内部を刷新し，国策を貫徹して新経済路

線を創り出せば，本行にもともと存在する�社

会に奉仕し，人々につくす�（服務社会便利人

群）という伝統の趣旨に合致する�のであるか

ら，�どうして生き残れないなどと憂うること

があろうか�といい切っている。

２つ目の論点は，銀行の現状維持に疑問を呈

するものである。重慶総管理処から座談会に参

加した幹部の１人である金季眉は，他人から聞

いた話であるとしながら，�ある者は資本家は

いつも資本主義の考えを行っているという。さ

らにある者は，高等顧問［楊粲三］に封建的意

識や英雄的思想があるという。またある者は，

高等顧問の頑固なやり方は，自由な発言を塞い

でしまうことになるため，面と向かって十分に

意見をいえなくなるという。今後何か発言をす

れば，すぐに争いの原因になるだろう�（第１

日目）と述べた。

金季眉の批判は，単なる楊粲三個人の資質に

対する疑義にとどまるものではない。それは共

産党による�解放�という時流のなかで，銀行

の現状維持的改造を行うことそのものの是非を

問うものであった。しかし結果的に，出席者の

大半は現状維持的方針を是とした。その理由を

解く鍵は，楊粲三の次のような発言にある。

�銀行の業務は，預金・貸付・兌換の３種類

に他ならない。資本力からいえば，このような

３種類の業務では，国家銀行に勝つことはでき

ない。しかし我々にも利点がある。それは我々

の人材と信用である�（第２日目）。

楊粲三の発言の背景として，以下の２点が考

えられる。

まず，聚興誠銀行の経てきた歴史的背景であ

る。重慶が戦時首都に指定された１９３７年前後，

重慶には中央４行（中央銀行，中国銀行，交通銀

行，中国農民銀行）をはじめとする大銀行が押

し寄せ，政府の金融業に対する統制が強められ

た。そのさい，聚興誠銀行は，西南地区におい

て築いた経営基盤によって競争を乗りきるのみ

ならず，大きな発展を遂げた。このような過去

の経験を踏まえれば，国民政府時代の中央４行

も，人民共和国時代の中国人民銀行も，外部か

ら来た競争相手であることにかわりはないとい

うことになるのである。

つぎに，社会主義に対する認識の問題である。

楊粲三は第２日目に，上述の金季眉の批判に対

する回答としてつぎのように述べている。

�私の公経済的考え方は，幼い頃から培われ

てきたものである。３０年余り前，私は家で�労

力は自由に，資本は共同に�というスローガン

を提案した。これはある意味で公経済的思想の

現れである�。

�２年前，私は５０万米ドルを予備金として，

業務拡張をせず，金融混乱の影響を回避するよ

う主張した。私のこのような利益のみを求めな

い精神は，なお資本主義を思想としているとい

うのか�。

楊粲三にとって，資本主義とは�私経済�，

つまり私利私欲のために経営をすることであり，

社会主義とは�公経済�，つまり公共に利益を

還元する経営をすることであった。彼は，自ら

が行ってきた�公経済�的考え方を�社会主
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義�的考え方であるというふうに置き換えて理

解していたため，上述のように，自らが行って

きた経営手法が，新たな時代においても有効だ

と考えていたのである（注２６）。

以上のような背景から，銀行に現状維持的改

造を施しつつ，地の利を生かした経営を行えば，

人民銀行を相手に競争することが可能であると

いう考えが，出席者の大半の共通認識になって

いたことがみて取れる。このことは，以下でみ

る具体的な経営方法にも影響を及ぼしていたと

考えられる。

	２経営方法

経営方法についての議論は，現状維持的改造

という方針を基調としながらすすめられていく。

とくに話題は�民主集中制�（注２７）と�企業管理

化�の導入に集中している。

楊粲三は第１日目の座談会で，�社会改造の

大時代�を迎えるにあたって，旧態依然とした

ワンマン式経営方式では立ちゆかないとの認識

から，�我々は批判と自己批判の態度を学ばな

ければならない�と述べ，�相互批判�の形式

をとることを提案した。

楊粲三からの提案をうけて，当時重慶分行襄

理であった李文恢は，まず当時の経営混乱の原

因について，�私のみるところ，本行は高等顧

問［楊粲三］と前董事長［楊季謙］の意見の違

いから，多くの職員が粲三派と季謙派に分かれ

ている�ことをあげた。この情況を解決するに

は，権限の一元化以外に方法はないと考えた李

文恢は，�私は高等顧問が董事会への書簡にお

いて�民主集中制と企業管理化�を主張された

のをみた。もし民主集中制が実行できれば，職

員の分化は必ずや変化するであろうし，意志と

力量を集中することができるだろう�と述べ，

同時に�［職員たちは］民主集中制の解釈を知ら

ない。まず上司から指導をし，各級が討論した

後，決定施行するべきである�とし，独断の傾

向がある楊粲三に，まず所定の手続きをふんだ

うえで実行するようクギをさしたのである。

ここで登場した�民主集中制�や�企業管理

化�は，いずれも共産党側の政策に示されてい

る内容であり，座談会でとりあげられたこと自

体はとくに驚くにはあたらない。ここではむし

ろそれらが肯定的に受けとられていることに注

目したい。

まずそれらは，銀行内における権限をめぐる

問題と関わるものであった。楊粲三の立場から

すれば，民主集中制や企業の管理化の導入によ

る意志の統一は，以前自らがもっていた一元的

指導権の復活に対して正当性を与えるものであ

った。一方，楊粲三を担ぎ出した部下の立場か

らすれば，その導入は明確な手続きをふむこと

によって，それまでの人治的状態を是正するこ

とにつながるため，楊粲三の独断を牽制する意

味を含むものであった。両者の導入は，まず銀

行内における権限の再編という課題に合致する

ものであったことが指摘できる。

同時に，�民主集中制�や�企業管理化�の

導入は，銀行内の権限争いにとどまらない要素

を含んでいたと考えられる。座談会における一

連の発言にみられる，権限および責任を一点に

集中させようという意図は，建国初期中国にお

いて広く導入された�一長制�（企業長単独責任

制）を念頭においていると考えられる（注２８）。こ

れについて高興亜は，第２日目の座談会で，

�社会主義の先進国であるソ連�の例をひきな

がら，意志と力量を結集して銀行の基礎固めに

努力するべきことを説いている。この点で共産

�解放�後の重慶における私営企業の接収過程
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党の手法は，�先進国であるソ連�を背景に，

一定の説得力をもっていたと考えられる。

一方今後の具体的な経営については，西南地

区における事業銀行としての道（第２日目，高

興亜発言），四川の特産物（皮革や桐油など）を

利用した工場の建設や，貿易会社の設立（第２

日目，楊粲三発言）などがあがっている。今後

の経営において，銀行の多角化を推進するとい

う提案に対しては異議が出ていない。

Ⅳ 公私合営へ

１．�調査報告�と方針の転換

共産党は，重慶�解放�とともに，現地の実

力者を政権機関の相応の地位につけることで，

その影響力を体制内にとりこもうとしていた。

先でみたように，聚興誠銀行董事会によってふ

たたび担ぎ出された楊粲三は，当時重慶を中心

に西南地区を統括していた西南軍政委員会の財

政経済委員会委員に任命された（注２９）。ただし，

共産党側が当時の楊粲三の立場をそのまま承認

していたとは考えられない。ここで共産党側が

聚興誠銀行についてどのように認識していたの

かについて，中国人民銀行重慶分行によって作

成された報告書である�調査報告�（注３０）にもと

づいて検討してみたい。

まず，�調査報告�は，聚興誠銀行の経営基

盤について，一貫して高い評価を与えている。

とくにその資金力や業務の発展ぶり，信用の高

さなどは，西南地区各省の私営銀行に冠たる存

在であるだけでなく，全国的にも重要な位置を

占めると位置づけられている［�調査報告�１～

２ページ］。このことから，共産党側が当時重

慶をおさえる上で，欠くことのできない存在で

あるという認識がもたれていたことがみてとれ

る。

次に経営陣について，�調査報告�は�封建

的�な者と�開明的�な者の２種類が存在する

と指摘している。�調査報告�では，董事会の

おもだった人物について紹介されている。その

なかで，楊粲三は，実力者である一方で封建意

識が強く群衆路線を理解していないとされてい

るのに対して，その他の人々は，新たな思想

に対する理解が可能であると認識されていた

［�調査報告�２～６ページ］。なかでも楊粲三の

息子である楊受百については，�政府の政策を

理解し，該行の経営に信念がある�［�調査報

告�４ページ］という高い評価をうけていた。

銀行に当面存在する問題については，労資紛

糾と赤字経営があげられている。前者について

は，上述した派閥争いによる労資紛糾に加えて，

工会の運営が不正常である（注３１）ことから，労働

者が不当な地位におかれていると指摘されてお

り，不正常な状態であることが強調されている

［�調査報告�１０ページ］。後者については，業務

の回復がすすんでいないこと，銀行の人員が多

すぎること，税負担が重いことなどが原因とさ

れている［�調査報告�１８ページ］。これらの問

題の解決方法については，労資協商会議などの

開催があげられている。銀行側の回答がすべて

楊受百の名前で行われたと記されていることか

ら，彼が共産党との折衝にあたっていたことが

うかがえる。

�調査報告�の内容からみて，共産党政権は

明らかに聚興誠銀行の改造が必要であると認識

していたわけである。ここで注目すべき点は，

上述した座談会に前後して楊受百の存在が急速

に浮上してきたことである。

16



楊受百は１９０８年，楊粲三の長男として重慶に

生まれ，上海の聖約翰大学を卒業した後，聚興

誠銀行に入行した。楊粲三が次男の楊錫遠を重

用したため，彼は一度銀行をやめたり，放蕩三

昧の生活を送っていたといわれる［周永林氏

談；�聚興誠銀行�６ページ］。同世代である楊

暁波がアメリカ留学を経て，聚興誠銀行董事長

兼総経理に登りつめているのとくらべて，楊受

百は必ずしも主流とはいえない人物であった。

ところが，楊錫遠の死や董事の重慶離脱などを

うけて，�解放�前には董事兼重慶分行副経理

に，上記座談会の頃には常務董事兼代理総経理

に就任していた。また楊受百は，重慶市第１回

各界人民代表会議代表，重慶市財政経済委員会

委員，民主建国会常務理事，重慶市工商業聯合

会籌備委員会常務委員，重慶市金融業同業公会

籌備委員会副主任［�調査報告�４ページ；�重慶

政報�創刊号，１０３ページ；�重慶工商�創刊号，７６，

７８ページ］などの職に就任している。

�聚興誠銀行�の記載によれば，楊受百は抗

日戦争時期に共産党地下党員の啓蒙をうけ，聚

興誠銀行の公私合営化に尽力したとされている

［�聚興誠銀行�６ページ］。このような見方は，

�調査報告�のなかで，楊受百が董事会におけ

る�開明的�人物として扱われていることや，

共産党との折衝の矢面に立っていたという記述

と共通するものである。

しかし，これだけでは当時の楊受百の立場を

説明しきれないように思われる。董事会におい

て帳簿統合が話題にのぼっていたころ，楊受百

は経営の方針についてつぎのように語っている。

�金融部は本行に対して模範的商業銀行とし

て接しているが，目下帳簿が揃っていないこと

は，疑いを招くおそれがある。一度疑われれば，

事をうまく進めることができない。そのため，

申告する必要があるものはすべて申告しなけれ

ばならない�。

�いまの政府は人情を重んじない。少しの過

ちもあってはならない。大方針を早急に決める

ことを希望する�［�董監座談会�１９５０年２月９

日］。

こうしてみると，現状維持をとなえる経営陣

のなかにあって，いちばん危機感をもっていた

のは，共産党に近いとされる楊受百であったと

もいえる。このような危機意識を背景に，積極

的に政権へ関与していこうとする楊受百の姿勢

は，前述の座談会において示された現状維持的

改造の方針と異なっており，政権との距離をお

こうとする楊粲三との相違はあきらかであった。

楊粲三はこの後，１９５０年８月に北京で開かれた

全国金融会議に出席するなど，銀行の代表者と

して活動していく［楊粲三�関於赴京返渝報告書

及建議書�１９５０年９月１０日］。一方で楊受百は一

切の対外交渉および労資協商業務を担当するこ

ととなり［�董監聯席会�１９５０年１０月９日］，銀行

の改造に向けた実務的動きに，楊粲三が直接関

わることはなかった。こうして楊粲三の地位は，

しだいに名誉職的状態になっていった（注３２）。

２．聯営参加の背景

このころ中央では，１９５０年８月の時点ですで

に，私営金融業の聯営（私営銀行による業務・

資本提携）および合併による統一化をおしすす

める方針を固めていた（注３３）。董事会が積極的に

政権に関わっていく方向でまとまりをみせるな

かで，聚興誠銀行の公私合営化へむけた動きは

加速していく。

まず，政権側から聚興誠銀行董事会へ公股

（政府持株）代表が派遣された。聚興誠銀行に

�解放�後の重慶における私営企業の接収過程
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おける公股は，�解放�前に劉航�や徐堪など

の名義で所有されていた，いわゆる敵性資産に

指定された株式を，中央財政部がひきついだも

のである（表３）。人民銀行は，聚興誠銀行董

事会からの要請に応じるというかたちをとりな

がら，２人の臨時公股代表を董事会に派遣する

こととなった［�董監聯席会�１９５０年９月７日］。

また，人員の削減が行われた。�解放�前，

聚興誠銀行には職員６４２人，工友（雑務人員）

６７７人が勤務していたが，１９５０年１０月までには，

職員６０６人，工友５１５人に減少している［�董監

聯席会�１９５０年１０月９日］。これには�解放�の

混乱にともなう減少もあるが，とくに１６２人も

の工友の削減は，銀行の人員が多すぎるという

政権側の批判に対処したものであろう。

さらに，労資協商会議が開催された。董事会

側からは，楊受百・成訪華・羅景霞・陳峩君・

李文恢・王孟良・曾広信ら，董事および高級幹

部が出席した。労働者側からは，各分行および

弁事処の中級職員が代表として出席した。議題

はおもに，	１企業の経営計画，	２職員の待遇改

善を中心としていたが，とくに	２について両者

の間でかなり対立がみられた（注３４）。しかし，聯

営への参加はすでに至上命題とされていたため，

結局両者が譲歩することで決着した。

これら聯営に向けた環境の整備は，つぎのよ

うな背景の下で進められたと考えられる。

まず，全国の金融業をめぐる環境との関連で

ある。１９５１年６月に開かれた全国私人業務会議

において，私営銀行業は次の３つに区分されて

いた。すなわち，	１公私合営銀行（中国実業，

新華，四明，通商，建業），	２公股を有する九大

銀行（浙江興業，上海，国華，金城，中南，大陸，

塩業，聚興誠，和成），	３その他，である。公私

合営銀行が国家の直接の指導のもとで営業が好

転しているのに対し，上述の九大銀行は改造を

経ていないため業務の展開に支障が生じている

と指摘されており，早急な公私合営化が望まれ

ていた（注３５）。九大銀行のひとつに数えられてい

た聚興誠銀行にとって，公私合営化は，営業の

安定化につながる道であるとともに，不可避的

な圧力に促されたものであった。

表３ 公私合営聚興誠銀行における発行株式

種別 株数（旧）１） 額面（金元） 株数（新）２） 額面（人民幣） 割合（％）３）

公股 ２５，１２８ ２５１，２８０ １２，５６４ １，２５６，４００，０００ ６．３
合営股 ３，０００ ３０，０００ １，５００ １５０，０００，０００ ０．８
代管股 ４，７２０ ４７，２００ ２，３６０ ２３６，０００，０００ １．２
待処理股 ５，９３２ ５９，３２０ ２，９６６ ２９６，６００，０００ １．５
不明股 １，９２４ １９，２４０ ９６２ ９６，２００，０００ ０．５
凍結股 １２，６７２ １２６，７００ ６，３３６ ６３３，６００，０００ ３．２
私股 ３４６，６２４ ３，４６６，２４０ １７３，３１２ １７，３３１，０００，０００ ８６．７

計 ４００，０００ ４，０００，０００ ２００，０００ ２０，０００，０００，０００ １００．０

（出所）�１９５２年元月股東名冊�より筆者作成。
（注）１）株数（旧）は，１９４８年に金元建てで募集および調整された株式数をさす。

２）株数（新）は，公私合営化にあたって人民幣建てで調整された後の株式数をさす。

３）割合は，各種別の株数が合計の株数に占める割合をさす。
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もうひとつは，１９５１年１０月より開始された

�五反運動�との関連である。五反運動とは，

�五毒�，つまり�贈収賄�，�脱税�，�国家資材

の横領�，�手抜きやピンハネ�，�国家経済情報

の漏洩�を批判・摘発する運動であった。工商

業がその対象とされ，重慶では１９５２年２月頃か

ら運動が本格化したとみられる（注３６）。運動にさ

いしては，重慶市各機関の幹部や大学・中学の

学生から選出した３０００人の検査大隊が組織さ

れ（注３７），市人民協商委員拡大会議など各種会合

の開催，デモ行進の組織など，大衆動員による

大規模な運動に発展した［重慶市増産節約委員

会１９５２，５８―５９］。

聚興誠銀行における五反運動の実態について

は不明な点が多いが，董事会の議事録から２つ

の状況が浮かび上がってくる。

まず，五反運動の影響が董事たちに及んでい

たことである。董事会では，楊暁波と楊受百が，

五反運動の告白のため公務に出られないことや

［�常務董事会�１９５２年６月２４日］，三反・五反運

動の判決が下ったため，楊錫融（上海分行経理）

の董事の資格を取り消したこと［�董監聯席会

議�１９５２年９月１日］などがあいついで報告さ

れている。

つぎに，企業自体の経営をめぐる法的責任が

問われていることである。董事会では，政府の

聚興誠銀行に対する認定が，�完全違法戸�か

ら�厳重違法戸�，�半守法半違法戸�へと変更

され，さらに�基本守法戸�認定に向けて，目

下努力中であることや［�董監聯席会議�１９５２年

９月１日］，巨額の�退臓�（不正利得の返還）計

画があること［�常務董事会�１９５２年１０月１０日］

などが報告されている（注３８）。その選別基準につ

いてははっきりしないが，厳重違反および完全

違反の案件については，�五反�人民法廷で裁

判にかけた上で，刑事処分が加えられる（注３９）。

その他の案件については，�退臓�などととも

に区分ごとに異なる額の罰金が科されたものと

思われる。そのため，私営企業の経営にとって

この区分の問題は重大であった。

これらの報告を総合すると，聚興誠銀行の経

営は，五反運動の影響を相当程度受けていたと

推測される。五反運動は，工商業における経済

的問題を政治的問題として解決しようとする性

格をもっており，企業の改造に対する大きな圧

力となったことは想像に難くない。

以上のように，聚興誠銀行の存続をめぐる情

況はいよいよ厳しくなっていった。そして１９５１

年１２月，董事会は先行して成立していた公私合

営銀行聯合総管理処へ加入することを決定した

のである［�董監聯席会�１９５１年１２月２４日］。

３．聯営参加と銀行の変化

聯営への参加とともに，聚興誠銀行は行名を

�公私合営聚興誠銀行股�有限公司�に改めた。

�公私合営聚興誠銀行股�有限公司章程�（１９５１

年）をもとに，変化の内容についてみてみる。

第１に，銀行の経営はもとの法的地位および

利益の保持を原則としたうえで，公私合営銀行

聯合総管理処の集中的管理をうけることとされ

た。機構の増設および縮小，人員の任免および

配置などの事項は，すべてこの聯合総管理処に

よる統一的処理を経て実行されることとなる

（第３条）。

第２に，董事会の改組である。株主から選ば

れた董事のなかから常務董事を選出し，この常

務董事から董事長を選ぶのは同様であったが，

それまで１３人（１９３７年の９人から増やされてい

た）であった董事が１５人に，３人の常務董事が

�解放�後の重慶における私営企業の接収過程
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５人に増やされ，董事のなかに一定比率の公股

代表（政府持ち株分の代表）が加わることとな

った。董事会は３人の代表を選出して，公私合

営銀行聯合董事会董事となる（第４条）。

第３に，利益の分配比率が変更された。以前

は利益のうち１０％を積立金としたあと，残りを

株式配当６０％，董事および監察人への報酬６％，

経理および職員への報酬３４％の割合で分配する

こととされていた［�聚興誠銀行股�有限公司章

程�第２７条］。聯営参加後，利益の１０％を積立

金とすることに変化はないが，その残りの分配

比率が，特別積立金１０％，株式配当５５％，董事

および監察人への報酬５％，安全および衛生設

備の改善基金１０％，職員への福利基金および奨

励金２０％に変更された（第３０条）。とくに職員

に対する待遇改善が明記されていることは，労

資協商会議などにより職員の発言権が強化され

たことによると思われる。これはつまり，工会

などにより職員を指導していた共産党政権の影

響を間接的に受けているということでもあると

考えられる。

この時点で，もとの董事はすべて留任してお

り［�董監聯席会�１９５１年１２月２４日］，聚興誠銀行

の名前も存続し，営業の面でも一定の自由度は

残されていた。公股の比率もそれほど高いもの

ではなかった（表３）。しかし，章程の改正に

みられるように，聚興誠銀行の経営は確実に外

部の統制を受ける方向に動いていった。

４．金融業の統一化と聚興誠銀行の終焉

こうして公私合営化の第一歩は踏み出された。

いったん事が動くと，事態は急速に展開した。

中央では１９５２年，翌年に開始された５カ年計画

にともなう大規模な経済建設に対応して，国家

金融体制の統一をはかるべく，私営金融業を淘

汰し，公私合営化することが決定されていた。

これまでの私営銀行および公私合営銀行は，す

べて統一した公私合営銀行に合併し，北京・天

津・上海・武漢・広州・重慶・西安などの大都

市や，一部の省府所在地，国外を除いて，そ

の他各地の機構はすべて廃止されることとな

る（注４０）。これをうけて，１９５２年１２月，公私合営

銀行総管理処が北京において成立し，各地で営

業を続けていた各公私合営銀行はすべて合併さ

れ，公私合営銀行総管理処の分行とされること

となった［�当代中国的金融事業�８０ページ］。聚

興誠銀行董事会は，公私合営銀行総管理処設立

から１年足らずの１９５３年１０月３０日，他の公私合

営銀行と合併した上で，公私合営銀行各行荘董

事会聯合弁事処に接収された［聚興誠銀行董事

会�聚興誠銀行董事会移交聯合董事会関於董事会

及股務両部分一切文件及帳冊清冊�１９５３年１０月３０

日］。３８年におよんだ銀行の歴史は，ここに幕

を閉じたのである。

お わ り に

以上，本稿では楊家および聚興誠銀行の例を

もとに，私営企業が共産党によって接収されて

いく過程について論じた。�解放�当初，聚興

誠銀行の内部では，重慶離脱と重慶残留という

２つの立場があらわれたが，銀行は共産党との

関係を背景に，重慶において存続することとな

った。この時点で銀行の経営者たちは，共産党

の政策や方針にそなわる一定の説得性に呼応し

つつ，経営陣の改組など，自主的かつ現状維持

的改造を行っていった。その後，朝鮮戦争の勃

発など国際環境が激変するなかで，中国は急速

な社会主義化への道を歩むことになる。そのさ
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い，人民銀行のような国家銀行は，営業面で私

営銀行に対して必ずしも絶対的優位にあったわ

けではなく，むしろ競合する関係にあった。両

者の間に一定の緊張状態があったがゆえに，当

時一定の割合を占めていた私営銀行の社会主義

化を，政治的問題として行うという手法がとら

れた。聚興誠銀行では，情況の変化に対応する

べく，社会主義化を積極的に受け入れようとす

る人物が登場し，それはやがて銀行の接収へと

つながっていった。

本稿でとりあげた重慶における私営企業の接

収過程は，ある示唆的な現象をわれわれに示し

ている。聚興誠銀行の経営者たちは，共産党に

よる�解放�にさいして，常に複数の可能性を

残しながら，その場面に応じた選択を行ってい

った。必ずしも首尾一貫しているわけではない

彼らの行動からは，限定された状況のなかであ

らゆる可能性を探ろうとする，きわめて能動的

な姿がかいまみえる。しかしながら，このよう

な能動性を基礎として行われた選択は，時流の

変化などの外的要因によって常に規定されてお

り，その意味で受動的な側面を兼ねそなえるも

のであった。こうしてみると，政権と企業の活

動との関係は，冒頭で述べたような，逃亡・服

従・参加という３つの区分ではとらえきれない，

複雑なものであったことがわかる。むしろその

複雑さにこそ，共産党による政権確立のありか

たが端的にあらわれているといえよう。

なお，重慶では１９３８年の重慶遷都をはじめと

して，�解放�前から大きな公・私の対立があ

った。これらの問題は，本稿でみてきた�解

放�後の位置づけを確かにするうえでも重要で

あるが，ここでは詳しく検討することができな

かった。今後の課題としたい。

（注１） 中国共産党が各地域を支配下におさめてい

くさい，その正当性の根源は，共産党の支配が各地域

を帝国主義・封建主義・官僚資本主義から解放するも

のであるという所にあった。その意味で，解放という

言葉には，多分に革命史的価値観が含まれており，そ

れ自体は批判的にみるべきものである。ただし，共産

党の支配確立が解放の名の下にすすめられたことはた

しかであり，当時の情況を物語る象徴的用語でもある。

そのため本稿においては，解放という言葉をかっこづ

けで用いることにする。

（注２） 北碚という場所は，著名な民族資本家である

盧作孚の弟盧子英の下で，国民政府による地籍整理の

モデル地区となっていたことが知られている［山本

１９９６］。

（注３） 例えば，聚興誠銀行の社会主義改造につい

て述べた資料では，本論文で取り扱う楊家の�解放�

にさいしての情況を，おおむねこのような区分に基づ

いて叙述している［李本哲�聚興誠銀行的改造��重

慶分冊�３６１ページ］。

（注４） 聚興誠銀行董事会の組織規則によれば，同

会が開く会議には，毎月２０日以後に開く常会と，董事

３人以上の建議による臨時会があった［�聚興誠銀行

董事会組織規則�］。また，董事会に監察人が列席した

場合は，�董監列席会�あるいは�董監聯席会�と称

された。一方，同会が開く座談会には，董事会に参加

した董事が定員の過半数に達しなかった場合と，非常

時に連携を密にするためとくに招集される場合がある。

座談会に監察人が列席した場合は，同様に�董監座談

会�と称された。

（注５） 筆者が確認したなかで最も早く出版された

ものは，重慶市工商行政管理局他（１９６２）である。ま

た１９６２年から６４年にかけて出版された�重慶工商史料

選輯�（第１輯～第５輯）には，聚興誠銀行に関わる

回顧録が掲載されている。文化大革命の開始とともに，

このような出版は一旦中断する。文革終了後，工商業

に従事した人々の名誉回復の流れをうけて，�重慶工

商史料�として出版が再開された。その第３輯である

�重慶工商人物史�には，楊粲三の長男である楊受百

による回顧録が掲載され，第６輯はその全てが聚興誠
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銀行の記述にさかれている。

（注６） 筆者は２００２年９月２６日，周永林氏にたいし

て，重慶市渝中区の周氏宅において聞き取りを行った。

氏は１９２０年巴県（現在の重慶市）に生まれ，抗日戦争

前に抗日救国会に参加し，３８年，共産党に入党。中共

重慶市委統一戦線部や重慶市工商業聯合会において指

導工作にあたり，楊粲三とも交流があったという。文

化大革命をへて，現在は重慶市政治協商会議や重慶地

方史研究会において，文史資料の作成および重慶地方

史研究に従事している。聚興誠銀行の情況について詳

しく，�聚興誠銀行�などの編集を指導した人物であ

る。周・凌（２００１）など，多数の編著作がある。なお

氏については，石島（１９９０）で紹介されている。

（注７）１８９０年，四川省生まれ。四川陸軍速成学堂

卒業後，軍人として頭角をあらわす。重慶を地盤とし，

長期間の軍閥間の抗争を経て，１９３２年に四川省全土へ

の支配を確立し，３３年には勦匪総司令に，３４年には四

川省政府主席に就任した。日中戦争勃発とともに，南

京防衛戦に参加。１９３８年死去［山田１９９５，５２８―５３０］。

（注８） 改組後の董事長は次の通り。楊粲三（１９３７

～４６年），楊季謙（１９４６～５０年），楊暁波（１９５０～５１

年）。

（注９）１８９７年，四川省生まれ。北京大学卒。四川

の軍閥劉湘の下で財政を担当し，四川省財政庁長，四

川省銀行総経理等を歴任し，多数の企業へ出資して重

慶経済の実力者となる。１９４９年香港に渡り，７５年台北

で死去［李１９８９，１７７］。

（注１０）１８８８年，四川省生まれ。中国同盟会に加わ

った後，国民政府で財政・金融政策に関わる。国民党

第５次中央委員，財政部次長，糧食部次長等を歴任。

１９４９年香港を経て米国に渡り，６９年台湾で死去［李

１９８９，５６５］。

（注１１）�周恩来同志在星五聚餐会演講当前経済大

勢��新華日報�１９４５年１０月２０日。

（注１２） 高新亜とも書く。�解放�後，西南軍政委

員会の秘書などをつとめた。高（１９８２）など，複数の

著作がある。

（注１３）１８９６年，四川省生まれ。北京大学法律系に

在学中劉湘の幕僚となる。卒業後四川に帰り，政財界

で活動する。川江航務管理処長，重慶警察局長，四川

建設庁長，水利局長などを歴任するかたわら，数多く

の企業の董事や監察人をつとめ，中国西南実業協会総

幹事の職にも就いた。�解放�後，全国政治協商会議

委員などの職に就き，１９７２年死去［李１９８９，３０７］。

（注１４） 両者にどのような人脈があったのかは不明

であるが，１９４５年の重慶会談の際，林伯渠は共産党の

代表として重慶に赴いていることから，あるいはこの

ときに何らかの関係があったとも考えられる。

（注１５）�中国人民政治協商会議共同綱領（１９４９年

９月２９日）第四章 経済政策�［日本国際問題研究所

中国部会１９７２，５９３―５９５］。

（注１６） 中国人民銀行総行�第一届全国金融会議綜

合記録�１９５０年３月１５日［�金融巻�９０８～９０９ページ］。

（注１７）�関於公布西南区金銀監理暫行弁法的命

令�１９５０年１月１２日［�接管重慶�１５１～１５３ページ］。

（注１８）�西南区管理私営銀銭業暫行弁法�［�重慶

政報�第１巻第２期，４０～４１ページ］。

（注１９） 聚興誠銀行董事会では，１９５０年２月から３

月にかけて，裏帳簿と表帳簿の統一の問題がたびたび

議題に上っている。聚興誠銀行は人民政府金融部か

ら，３月２２日までに統一した帳簿を提出するよう命令

されていたが［�董監座談会�１９５０年２月２７日］，各行

の処理がはかどらないことと，楊季謙董事長の不在か

ら提出が遅れていた。これについて，金融部との折衝

役であった楊受百は，提出を遅らせることは絶対にで

きないとの意を表明している［�董監座談会�１９５０年

２月２３日］。結局帳簿は期限内に提出され，ことなき

を得た。

（注２０） 蔡永禄�市場上対国家銀行貸款的幾種看

法�［�重慶市銀行通訊�３１期，８ページ］。

（注２１）�中共重慶市委関於私営工商業的方針的指

示�１９５０年５月３０日［�重慶分冊�３６～４０ページ］。

（注２２） 当時聚興誠銀行は額面４００万元（金元）の

株式を発行していたが，そのうち楊粲三は２３万３７６０元

（金元）分を所有する筆頭株主であった。また，楊季

謙は董事のなかでもっとも多い６万元（金元）の株式

を所有していた［�調査報告�２～３ページ］。

（注２３） 楊季謙は１１月末から３月はじめまで重慶を

離れていた。この間，楊暁波が彼の代理を務めていた。

（注２４）�董事会応高等顧問之請召集幹部座談会記
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録�（第１日目），�続開座談会記録�（第２日目）。当

座談会は，�董監聯席会�１９５０年６月２２日において行

われた，楊粲三招請の決議をうけて開かれた。時代背

景から共産党に対してかなり意識した内容であり，当

時の私営企業の内部の動きを知るうえで貴重な資料で

ある。なお，当史料は董事会の議事録の一部として作

成されたものであるが，董事会の記録は作成後董事に

配られたり他の分支行へ送られることがよくあった。

そのため，当史料もそのような意図をもって作成され

た可能性がある。

（注２５） 例えば，重慶�解放�直後の１２月９日には，

劉伯承（西南軍政委員会主席）や�小平（西南軍政委

員会副主席），陳錫聯（重慶市軍事管制委員会副主任，

中共重慶市委第一書記）が列席した�工人代表座談

会�が開催され，接管政策などに関する説明が行われ

た［�接管重慶�５ページ］。このような大規模な座談

会のほかに，各機関や企業においても座談会や学習会

が開かれ，同様の活動が行われていた［�財経接管委

員会接管工作総結報告�１９５０年１月２１日（�接管重慶�

９８～１００ページ）］。

（注２６） もっとも，出席者の全員がこのような認識

をもっていたかどうかは疑問である。例えば経済研究

室主任の高興亜は，第２日目の座談会で，�政府は無

条件に本行を擁護するわけではなく，その擁護の程度

は我々の状態によって変化するのである。銀行は最終

的に国有に帰されるが，いまはまだ生き残ることがで

きる。それは私営銀行が公営銀行の不足を補っている

からである�としている。しかし少なくとも現段階に

おいて，共産党側が国有化を急ぐことはないという認

識では一致しており，現状維持的改造を支持するもう

ひとつの有力な根拠となっている。

（注２７） 中国共産党や国家機構の組織原則。決定時

には民主を，執行時には集中を重んずるというもの。

１９４５年６月１１日に中国共産党第７回全国代表大会で採

択された�中国共産党党章 第十四条�は，次のよう

に規定している。�党の組織機構は，民主的集中制に

よってうち立てられるものである。民主的集中制とは，

民主を基礎とする集中と，集中的指導のもとの民主で

ある。その基本的条件は以下の通りである。	１党の各

級指導機関は選挙によって生ずる。	２党の各級指導機

関は自らを選出した党の組織へ定期的に工作報告を行

う。	３党員個人は所属する党の組織に服従し，少数は

多数に服従し，下級は上級に服従し，一部の組織は中

央に統一的に服従する。	４厳格に党の規律を遵守し，

無条件に決議を執行する�［中央
案館１９９１，１２２―

１２３］。

（注２８） 一長制については，川井（１９９１）の詳細な

研究がある。なお，接収の過程におけるソ連との関連

については，大きな問題であるため，今後の課題とし

たい。

（注２９）�西南軍政委員会工作人員名単�１９５０年６

月２７日［�西南政報�第１期，１００ページ］。なお，財

政経済委員には，先に注	３でふれた盧作孚など，著名

な財界人が任命されている。

（注３０） 作成者は不明であるが，前掲�西南区管理

私営銀銭業暫行弁法�によれば，各地の中国人民銀行

は各地の銀銭業の管理・検査機関とされており（第３

条），必要なときに随時人員を派遣して営業・財産の

状況や帳簿について調査し，報告書を作成することが

できた（第２０条）。ゆえに当報告書は，人民銀行重慶

分行から派遣された人員が作成し，政府に提出したも

のと思われる。また，作成月も不明であるが，添付さ

れている決算報告などが１９５０年１月から６月までとな

っていることと，聚興誠銀行民権路弁事処の検査報告

書［中国人民銀行重慶分行１９５０］が１０月１９日に提出

されていることから，７月から１０月の間に作成された

ものと考えられる。全部で１９ページからなるこの報告

は，銀行の沿革（１～２ページ），資金の構成（２ペ

ージ），人事（２～６ページ），資産（６～１０ページ），

業務情況（１０～１６ページ），困難克服計画（１６～１８ペ

ージ），政府への要望（１８～１９ページ）などの項目に

分かれており，それぞれ具体的な状況が記されている。

（注３１） 報告によれば，聚興誠銀行には�聯誼会�

と呼ばれる一種の幇会組織が存在した。詳細は不明で

あるが，共産党によって設立された工会の活動は，常

にこの�聯誼会�の影響を受けたため，この組織の解

体が火急の課題とされていたという［�調査報告�１０

ページ］。

（注３２） 周永林氏によれば，楊粲三が公式の場に顔

を出さなくなったのは，そうすれば銀行の改造を認め
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たことになると考えたからだったという。氏の説が正

しければ，楊粲三は銀行の改造が避けられないことを

知った上で，自ら名誉職的立場を選んだということに

なる。

（注３３） 中国人民銀行�全国金融業聯席会議綜合記

録�１９５０年８月［�金融巻�９１０ページ］。

（注３４） 例えば１９５１年９月８日に開かれた�渝区労

資協商会�では，毎年秋に行われていた生活補助費の

支給の是非について討論されている。董事会側が，経

営の立て直しのためとりやめを提案したのにたいし，

労働者側はあくまで支給することを要求しており，両

者の主張は真っ向から対立している。

（注３５）�中国人民銀行関於全国私人業務会議的報

告�１９５１年６月［�金融巻�９１４～９１５ページ］。

（注３６） 筆者が確認した限りでは，五反運動に本格

的な言及がなされたのは，五反運動を進めるさいの規

律について述べた，�中国人民解放軍，重慶市軍事管

制委員会，重慶市政府聯合命令（軍秘聯（５２）字００５

号，１９５２年２月９日）�［�重慶市政�第５６期，１ペー

ジ］である。

（注３７）�市増産節約委員会抽調幹部，学生組織検

査大隊進行検査�［�重慶市政�第５６期，２ページ］。

（注３８） 重慶市全体で，五反運動に参加した工商企

業は３万７１５５戸であった。そのうち完全守法戸が１万

７０９戸（全体の２８．８％），基本守法戸は２万１２７６戸（５７．３

％），半守法半違法戸は４４７７戸（１２％），厳重違法戸は

５５６戸（１．５％），完全違法戸１３７戸（０．４％）を占めた

とされる［重慶市増産節約委員会１９５２，６０］。

（注３９）�正式成立�五反�人民法廷�１９５２年４月

２８日［�重慶市政�第５６期，８ページ］。

（注４０） 中国人民銀行�三年来的金融管理及今後対

合営銀行管理工作�１９５２年［�金融巻�９１７ページ］。
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菊池一隆１９８６．�重慶政府の戦時金融――�四聯総処�

を中心に――�中国現代史研究会編�中国国民政府

史の研究�汲古書院 ３７３―４１０．

久保亨１９９１．�中国経済１００年のあゆみ――統計資料で

見る中国近現代経済史――�創研出版．

小林弘二１９７４．�中国革命と都市の解放�有斐閣．

佐々木隆爾２００１．�冷戦体制下における東アジア政治構

造�中村哲編�講座東アジア近現代史１ 現代から

見た東アジア近現代史�青木書店 ７７―１１０．

薛暮橋・蘇星・林子力１９６６．�中国国民経済の社会主義

的改造�外文出版社．

中岡まり１９９８．�中国共産党による政権機関の建設――

建国初期の北京市を例として――��法学政治学論

究：法学・政治・社会�３６：１４９―１９１．

―――２００１．�中国共産党政権の正当性の強化――１９５６

年北京市第２期人民代表大会選挙を例として――�

�法学政治学論究：法学・政治・社会�５１：１３１―１６３．

西村幸次郎１９８４．�中国における企業の国有化�成文堂．

日本国際問題研究所中国部会編１９７２．�新中国資料集成

第二巻�日本国際問題研究所．

林幸司２００２．�建国初期中国共産党による都市�接管�

について――重慶市を中心に――��中国研究月報�

第６４９号：１―１５．

松本俊郎２０００．�満州国から新中国へ――鞍山鉄鋼業か

らみた中国東北の再編過程 １９４０～１９５４――�名古

屋大学出版会．

三木毅１９７０．�中国回復期の経済政策――新民主主義経

済論――�川島書店．

安井三吉２００１．�中華人民共和国建国前夜――北平の和

平解放――�歴史科学協議会編�歴史が動く時�青

木書店 １０９―１２７．

山田辰雄編１９９５．�近代中国人名辞典�霞山会．

山本真１９９６．�抗日戦争時期国民政府の�扶植自工農�
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政策――四川省北碚管理局の例を中心にして��史

潮�新４０号：７７―９１．

〈中国語文献〉

＜
案資料＞（重慶市
案館蔵。作成年順。［ ］内は

全宗番号，目録番号，巻号をさす）

・聚興誠商業銀行
案

（董事会，座談会議事録など）

�董監座談会�１９５０年２月９日［０２９５―２―１３］．

�董監座談会�１９５０年２月２３日［０２９５―２―１３］．

�董監座談会�１９５０年２月２７日［０２９５―２―１３］．

�董監聯席会�１９５０年６月２２日［０２９５―２―１４］．

�座談会記録�（�董事会応高等顧問之請召集幹部座談会

記録�）１９５０年６月２９日［０２９５―２―６０］．

�続開座談会記録�１９５０年６月３０日［０２９５―２―６０］．

�董監聯席会�１９５０年９月７日［０２９５―２―１５］．

�董監聯席会�１９５０年１０月９日［０２９５―２―１５］．

�渝区労資協商会�１９５１年９月８日［０２９５―１―１８４８］．

�董監聯席会�１９５１年１２月２４日［０２９５―２―１７］．

�常務董事会�１９５２年６月２４日［０２９５―２―１８］．

�董監聯席会議�１９５２年９月１日［０２９５―２―１８］．

�常務董事会�１９５２年１０月１０日［０２９５―２―１８］．

（人事関連）

�高興亜個人档案�聚興誠銀行総管理処秘書室人事組，

作成年不明［０２９５―１―５６０］．

�職員略歴表�聚興誠銀行上海行，１９５１年［０２９５―２―５２１］．

�聚興誠商業銀行員生職務総簿�聚興誠銀行総管理処秘

書室人事組，１９５１年［０２９５―２―４９０］．

（章程，組織規則など）

�聚興誠銀行股�両合公司章程�１９１５年［０２９５―１―７３５］．

�聚興誠銀行股�有限公司章程�１９３７年［０２９５―１―７３５］．

�聚興誠銀行董事会組織規則�１９５０年［０２９５―２―８１］．

�公私合営聚興誠銀行股�有限公司章程�１９５１年［０２９５―

２―８２］．

（その他）

楊粲三�関於赴京返渝報告書及建議書�１９５０年９月１０日

［０２９５―２―５１］．

聚興誠銀行�１９５２年元月股東名冊�出版年不明［０２９５―２

―７９］．

聚興誠銀行董事会�聚興誠銀行董事会移交聯合董事会関

於董事会及股務両部分一切文件及帳冊清冊�１９５３年

１０月３０日［０２９５―０１０３―補８］．

・中国人民銀行重慶分行
案

�調査報告�（�聚興誠銀行調査報告�）１９５０年［１１３４―１―

１５９］．

中国人民銀行重慶分行１９５０．�検査聚興誠銀行民権路弁

事処報告書�１０月１９日［１１３４―１―１５９］．

＜新聞・雑誌資料＞

�重慶工商�重慶市工商業聯合会籌備委員会主編 創刊

号 １９５０年１１月．

�重慶市銀行通訊�中国人民銀行重慶分行 ３１期 １９５１

年６月９日．

�重慶市政�重慶市人民政府秘書処研究室 第２３期 １９５１

年４月２日．

――― 第５６期 １９５２年２月１０日．

�重慶政報�重慶市人民政府秘書処研究室 創刊号 １９５０

年２月．

――― 第１巻第２期 １９５０年４月．

�西南政報�西南軍政委員会 第１期 １９５０年９月．

�新華日報�

＜その他中国語文献＞

�北碚的解放与接管�中共重慶市北碚区委党史工作委員

会編 重慶北碚 西南師範大学出版社 １９８９年．

重慶市工商行政管理局他編１９６２．�聚興誠銀行的発生発

展与改造（初稿）�出版社不明．

�重慶分冊�（�中国資本主義工商業的社会主義改造 四

川巻重慶分冊�）《中国資本主義工商業的社会主義改

造》資料叢書編輯部 中共党史出版社 １９９３年．

�重慶名人辞典�重慶地方志編纂委員会総編輯室 成都

四川大学出版社 １９９２年．

重慶市増産節約委員会１９５２．�関於“三反”与“五反”

運動的工作報告（節録）�８月［�重慶分冊�５８～６３

ページ所収］．

≪当代中国≫叢書編輯委員会編１９９０．�当代中国的四川

（上）�北京 中国社会科学出版社．

�当代中国的金融事業�≪当代中国≫叢書編輯委員会

北京 中国社会科学出版社 １９８９年．

�解放�後の重慶における私営企業の接収過程
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高興亜１９７９．�記周総理対我的一次談話�中国人民政治

協商会議四川省重慶市委員会文史資料研究委員会編

�重慶文史資料選輯 第五輯�出版社不明 １５６―１５９．

―――１９８２．�馮玉祥将軍�北京出版社．

韓渝輝主編１９９５．�抗戦時期重慶的経済�重慶抗戦叢書

重慶出版社．

黄立人１９９８．�四聯総処的産生，発展和衰亡�同�抗戦

時期大後方経済史研究（１９３７～１９４５）�中国
案出

版社 ７０―１２１．

�接管重慶�重慶党史研究資料叢書 中共重慶市委党史

工作委員会編 出版社不明 １９８５年．

�金融巻�（�１９４９―１９５２ 中華人民共和国経済
案資料選

編 金融巻�）中国社会科学院・中央
案館編 北

京 中国物資出版社 １９９６年．

�聚興誠銀行�≪重慶工商史料≫第六輯 中国民主建国

会重慶市委員会文史資料工作委員会・重慶市工商業

聯合会文史資料工作委員会編 重慶北碚 西南師範

大学出版社 １９８７年．

李盛平主編１９８９．�中国近現代人名大辞典�北京 中国

国際広播出版社．

李玉栄２０００．�中共接管城市的理論与実践�北京 首都

師範大学出版社．

劉宋斌 １９９７．�中国共産党対大城市的接管（１９４５～

１９５２）�北京図書館出版社．

劉忠礼１９８９．�高興亜��陵市政協文史資料委員会編

��陵文史資料選輯 第九輯�出版社不明 １１９―１２０．

呂平登編著１９３６．�四川農村経済�上海 商務印書館．

沈雲龍・張朋園・劉鳳翰訪問，張朋園・劉鳳翰記録１９９０．

�劉航�先生訪問紀録�中央研究院近代史研究所口

述歴史叢書（２２） 中央研究院近代史研究所．

任一民主編１９８６．�四川近現代人物伝 第二輯�四川省

地方志資料叢書 成都 四川省社会科学院出版社．

王大�１９９６．�四川袍哥�四川省政協文史資料委員会編

�四川省文史資料集粋 第六巻 社会民情編及其它�

四川人民出版社 ３９１―４１３．

隗瀛涛・周勇１９８３．�重慶開埠史（重慶地方史叢書）�

重慶出版社．

楊受百１９８４．�我的父親楊粲三�中国民主建国会重慶市

委員会・重慶市工商聯合会文史資料工作委員会編

�重慶工商人物志�≪重慶工商史料≫第三輯 重慶

出版社 ６３―９８．

中共重慶市委党史研究室編１９９５．�城市的接管与社会改

造 重慶巻�重慶北碚 西南師範大学出版社．

中国民主建国会重慶市委員会・重慶市工商業聯合会合編

１９６２．�重慶工商史料選輯 第一輯�出版社不明．

―――・―――１９６２．�重慶工商史料選輯 第二輯�出

版社不明．

―――・―――１９６３．�重慶工商史料選輯 第三輯�出

版社不明．

―――・―――１９６４．�重慶工商史料選輯 第四輯�出

版社不明．

―――・―――１９６４．�重慶工商史料選輯 第五輯�出

版社不明．

《中国資本主義工商業的社会主義改造》資料叢書編輯部

１９９３．�中国資本主義工商業的社会主義改造 中央

巻（上）�中共党史出版社．

中央
案館編１９９１．�中共中央文件選集第十五冊（一九

四五）�中共中央党校出版社．

周勇主編１９９７．�重慶――一個内陸城市的崛起――�重

慶出版社．

―――２００２．�重慶通史 第三巻 近代史（下）�重慶

出版社．

周永林・凌耀倫主編２００１．�盧作孚追思録�重慶出版社．

周育民・邵雍１９９３．�中国幇会史�上海出版社．
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